
別記御中

「高齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について」

令和4年1月7日(令和4年2月18日一部改正)事務連絡)の発出に伴う

対応等について」の周知について

新型コロナウイルス感染症への対応につきまして、日々ご尽力及びご協力を賜

り厚く御礼申し上げます。

今般、社会機能維持者が濃厚接触者となった場合の待機を早期に解除するため

の検査(以下「待機期間早期解除検査」という。)を集中的実施計画に基づく検

査(以下「集中的検査」という。)の一環として行うととが差し支えない旨、「高

齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について」(令和4

年1月7日(令和4年2月18日一部改正)厚生労働省新型コロナウイルス感染症

対策推進本部事務連絡)(別添)において示されましたので、別添のとおり、「高

齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について」(令和4年1

月7日(令和4年2月18日一部改正)事務連絡)の発出に伴う対応等について」令和4

年2月18日付厚生労働省老健局高齢者支援課ほか連名事務連絡)を都道府県等に

対して発出しました。

貴会におかれましては、別添の内容についてご了知いただくとともに、会員各

位に対し、ご周知いただきますようぉ願いいたします。

厚生労働省老健局高齢者支援課

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課

厚生労働省老健局老人保健課

事務連絡

令和4年2月18日

【別添】

「高齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について」

(令和4年1月7日(令和4年2月18日一部改正)事務連絡)の発出に伴

う対応等について」(令和4年2月18日付厚生労働省老健局高齢者支援課ほ

か連名事務連絡)
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各

都道府県

指定都市

中核市

介護保険担当主管部(局)御中

「高齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について」

(令和4年1月7日(令和4年2月18日一部改正)事務連絡)の発出に伴う

対応等について

新型コロナウイルス感染症への対応につきまして、日々ご尽力及びご協力を賜

り厚く御礼申し上げます。

今般、社会機能維持者が濃厚接触者となった場合の待機を早期に解除するた

めの検査(以下「待機期間早期解除検査」という。)を集中的実施計画に基づく

検査(以下「集中的検査」という。)(※)の一環として行うことが差し支えない

「高齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について」
^

日、

(令和4年1月7日(令和4年2月18日一部改正)厚生労働省新型コロナウイ

ルス感染症対策推進本部事務連絡)(別添)において示されましたので、管内の

関係施設等に対する周知をお願いいたします。

※集中的検査においては、対象施設の設定に当たり、入所系の高齢者施設等を

基本として、これらに加えて、外部との接触の機会が多い通所系や訪問系の事

業所も対象とすることを検討することとされています。

事務連絡

令和4年2月18日

厚生労働省老健局高齢者支援課

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課

厚生労働省老健局老人保健課

また、抗原定性検査キットについては、需給が安定するまでの間、必要なとこ

ろに確実に供給されるよう、優先度に応じた物流の流れを確保する措置が講じ

られていますが、集中的検査は行政検査として実施されるものであり、優先して

供給されることとされています。なお、この取扱いは、緊急事態措置区域又はま

ん延防止等重点措置区域に指定された地域以外においても可能です。

高齢者施設等が提供するサービスは、利用者や家族の生活にとって欠かせな

いものであり、感染拡大時においても業務が継続されるよう必要な支援を行う

ことが重要です。介護保険担当主管部(局)におかれましては、上記取扱いを踏

まえ、必要な検査が円滑に実施されるよう、待機期間早期解除検査を集中的検査

に位置づける場合には、衛生主管部局に積極的に働きかけるようぉ願いします。

なお、昨年夏以降に国から配布した抗原定性検査キットを保管している高齢

者施設等においては、保管している抗原定性検査キットについて、「新型コロナ



ウイルス感染症の感染急拡大が確認された場合の対応について」(令和4年1月

5日(令和4年1月28日一部改正)新型コロナウイルス感染症対策推進本部事

務連絡)において、検査の実施に当たって求められる内容を遵守した上で、待機

期間早期解除検査に用いることも差し支えないこととされておりますので、ご

承知おき頂きますようぉ願いします。

【別添】

「高齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について」

(令和4年1月7日(令和4年2月18日一部改正)厚生労働省新型コロナウ

イルス感染症対策推進本部事務連絡))



各 衛生主管部(局)

高齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の実施方針等について

事務連絡

令和 4年1月7日

令和4年2月18B一部改正

高齢者施設等の従事者等に対する検査に関しては、「高齢者施設等の従事者等

に対する集中的実施計画の10月以降の実施方針について」(令和3年10月1日厚

生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡)において、緊急事態

措置区域又はまん延防止等重点措置区域における集中的実施計画の実施方針に

ついては、当該区域の設定時に、改めてお示しすることとしていたところです。

本日、新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号)に基づ

き、まん延防止等重点措置区域として、広島県、山口県及び沖縄県が指定され

るとともに、新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針(令和3年Ⅱ月

19日(令和4年1月7日変更)新型コロナウイルス感染症対策本部決定)にお

いて、緊急事態措置区域やまん延防止等重点措置区域に指定された都道府県等

は、「集中的実施計画を策定し、感染多数地域の高齢者施設等の従業者等に対

する検査の頻回実施を行う」こととされました。とれを踏まえ、今後の緊急事

態措置区域又はまん延防止等重点措置区域に指定された都道府県等における集

中的実施計画の実施方針について、下記のとおりお示しします。

あわせて、この際、これまでお願いしてきた高齢者施設等に対する検査に関す

る報告様式等について、あらためて整理・簡素化しましたので、御対応いただき

ますようお願いいたします。

御中

厚生労働省新型コロナウイルス感染症

対策推進本部

なお、 B.1.1.529系統(オミクロン株)については、ウイノレスの性状に関する

実験的な評価や疫学的な情報は限られているものの、感染拡大が生じた場合デ
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ルタ株が主流であった今夏に比べ感染拡大の速度が非常に速い可育目性があると

いう特性を踏まえ、緊急事態措置区域又はまん延防止等重点措置区域に指定さ

れた都道府県等以外においても、今後、緊急事態措置区域又はまん延防止等重点

措置区域が指定された場合に、遅滞なく速やかに集中的実施計画に基づく検査

を確実に実施できるようにするため、これらの区域の指定を受ける以前から、集

中的実施計画の策定及び当該計画に基づく検査の実施に係る準備を開始してい

ただきますようぉ願いいたします。

触になった合の待をに除するた心、 更によりのー

めの査を中的実施計画に立づける合中的実施計画を変更するとと

もに、更Nの斗画を生労'に 2月28日月中に告してください

告前に査をすることもし支えありませんまた限後に始頂

くことも可能ですので、ご相談くださ上>L)_

(主な改正力所は太字下線)

集中的実施計画の策定及び実施について

0 緊急事態措置区域又はまん延防止等重点措置区域である都道府県並びに

措置区域に定められた区域のある保健所設置市及び特別区においては、以下

の①から⑧までを満たす集中的実施計画を策定し、緊急事態措置区域又はま

ん延防止等重点措置区域の指定が公示された日から3営業日以内に提出し

ていただくとともに、集中的実施計画に基づく検査を行ってください。

※これらの区域に指定されていない場合であって、地域の感染状況を踏ま

え、自主的に集中的実施計画を策定した場合も、策定後速やかに提出をお

願いします。

記

対象地域の指定

地域の感染状況を踏まえ、対象地域を、保健所等の区域(保健所管轄区域

の全部又は一部をいう。以下同じ。)を単位として指定してください。複数

の保健所等の区域を指定することもできます。

②対象施設の設定

対象となる施設種別については、入所系の高齢者施設等(特別養護老人ホ

ーム、介護老人保健施設、認知症グループホーム、有料老人ホーム、サービ

ス付き高齢者向け住宅、障害者支援施設等)を基本として、これらに加えて、

外部との接触の機会が多い通所系や訪問系の事業所も対象とすることを検

討してください。また、医療機関のほか、ワクチン接種の対象外の者が集団

生活を送る小学校、保育所等も対象とすることを検討してください。



なお、対象となる施設種別毎の対象施設数を集中的実施計画に記載してく

ださい。また、施設併設の短期入所の事業所等において、従事者等が本体施

設と兼務している場合であって、本体施設と当該事業所について一体として

集中的検査を実施する場合については、本体施設のみを計画対象施設数に計

上してください。併設の事業所が本体施設とは別に集中的検査の申込みを行

い、集中的検査を受ける場合は、それぞれ計画対象施設数に計上してくださ
し、

施設種別及び具体的な施設の設定に当たっては、集団感染を防止すること、

それにより医療提供体制への負荷の増大を防止することの重要陛を踏まえ、

例えば、規模の大きい施設により重点を置く等も考えられます。

③対象者の設定

集中的検査の実施は基本的に施設単位で行うこととし、「高齢者施設、特

に長期入所型施設におけるクラスターは感染した職員から生じる傾向が多

い。」(令和3年2月2日内閣官房新型コロナウイルス感染症対策分科会「緊

急事態宣言下での対策の徹底・強化についての提言」)との指摘を踏まえ、

高齢者施設等の従事者は必ず対象としてください。また、外部と接触のある

新規入所者等も対象にしている自治体もありますので、ご検討ください。

④検査方法の設定

検査方法として、個別検体によるPCR検査、個別検体による抗原定量検査、

検体プール検査法によるPCR検査、抗原定性検査などを定めてください。

なお、検査方法を定めるに当たって、抗原定性検査の場合、検体中のウイ

ルス量が少ない場合には、感染していても結果力那衾性となる場合があるため、

陰性の場合でも感染予防策の継続を徹底すること等、「医療機関・高齢者施

設等における無症状者に対する検査方法について(要請)」(令和3年1月

22日事務連絡)に示された留意点を十分踏まえてください。

⑤検査の頻度の設定

緊急事態措置及びまん延防止等重点措置の趣旨を踏まえ、できる限り週

に1回程度実施してください。その際、対象施設については、上記②のとお

り、重点化して差し支えありません。

全ての対象施設において週に1回程度実施することが困難な場合であっ

ても、少なくとも2週間に1回程度は実施してください。

その際、受検施設及び都道府県等の負担ができる限り少なくなるよう、民

間検査機関への外部委託等を含め、効率的な方法で実施することを検討して

ください。

週に1回の検査を実施するに当たっては、例えば、週の初めに施設がだ液

採取容器を受け取り、速やかに配布し、週の中頃に検査機関が検体を回収し、



週の後半に検査結果の通知を受けるといった具体的なスケジュールが関係

者間で共有できるよう、民間検査会社等の検査機関と調整を行ってください。

⑥検査区分の記載

感染症法に基づく行政検査として実施するものか、地方公共団体の独自事

業として実施するものか、あるいは民間等において無償で提供される検査等

を活用して実施するものかの区別を、集中的実施計画に記載してください。

複数の区分に該当する場合には、すべて記載してください。

感染拡大地域における高齢者施設等の集中的検査は行政検査の対象とな

り、その費用の2分の1を感染症予防事業費等負担金として国が負担するこ

ととしています。なお、内閣府の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金」の交付限度額において行政検査の地方負担額と同額が加算され

る仕組みとなっています。そのため、必要な検査は広く実施していただくよ

うぉ願いします。

また、行政検査ではなく地方単独事業等として集中的検査を実施する場合

も集中的実施計画の対象となります。この場合、内閣府の「新型コロナウィ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金」の地方単独事業分等の活用も可能です。

その他、民間等において無償で提供される検査等を活用して集中的検査を実

施する場合も集中的実施計画の対象となります。

⑦実施期間の設定

緊急事態措置及びまん延防止等重点措置の趣旨を踏まえ、速やかに開始

していただき、定められた措置期間の全てを実施期間としてください。

触の'をに除するための査8 士△能持の

中的実施計画を定し回な査を実施している合当該計画で対象

触になった合の待としている施における士△能持が

的実施斗に基づく査のーるための査についてをに

として行うことは差し支えありませんこの合別添1 下。の「対

Eの早除触者の'施、予定の「士会能持の

査欄の紗当施設種別に「0 を、入してください

的施斗に基づく査のーとして施可なはなお

U 回な査を行う対として中的実施斗画に立づけられている施設

となりますが時点で自が中的実施斗を定していない

や中的実施計画に立づけられていない施設等であっても△後自治

体が回な査を行う対象として中的実施計画に立づける予定がある

施設等については当該施設等における土△能持者が 触になっ

た△の待をに除るための査のみを実施することもし支え

ありませんこの場A 別添1 下,の「対施'予定の「まん

/、、



延防止等重点措置及び緊急事態措置分」欄については、可能な範囲で記載し

てください。

⑨その他

高齢者施設等の従事者等に対する集中的な検査については、対象施設に

おいて実際に検査が行われることが重要であり、頻回検査を含む集中的検

査の実施に当たっては、できる限り多くの高齢者施設等に検査を受けてい

ただくよう取組をお願いいたします。

また、これまでの事務連絡でお示しした検査の効率的な実施例等も踏まえ、

確実な実施ができるよう、実施方法等の検討をお願いします。例えば、民間

検査機関に、施設からの検査の申込の受付から検査結果の通知等までを委託

して効率的に実施している例や、必要な検査能力の確保及び検査の効率的な

実施の観点から検体プール検査法を積極的に活用している例も参考にして

ください。

Ⅱ.報告について(集中的実施計画及ぴ高齢者施設等に対する一斉検査等に係

る報告様式等)

0 今般、これまでの報告様式(集中的実施計画に係る報告様式、高齢者施設

等に対する一斉検査等に係る報告様式)について、整理・簡素化いたしまし

た。具体的には次のとおりです。

①集中的実施計画策定時に提出いただく様式

②毎週報告用の様式(集中的検査及び一斉検査等の実績を合算した概数を

報告する様式)

③毎月報告用の様式

0 これまで、感染拡大の傾向が見られた場合に、クラスターが発生している

地域において、高齢者施設等に対する一斉検査や感染が生じやすい場所・集

団等に対する検査等を積極的に行うよう要請してきていますが(「オミクロ

ン株の感染流行に備えた検査・保健・医療提供体制の点検・強化の考え方に

ついて」(令和3年12月22日厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推

進本部事務連絡)の1.の(3)①から④を参照)、今月以降に、これらの検査

を実施した場合の報告については、今後次のとおりとします。

都道府県は、管内の保健所設置市及び特別区分を含めて検査の実績をとり

まとめた上で、厚生労働省(COTona-kensahan@mhlw.go.jp)に提出いただき

ますようぉ願いいたします倖&告様式は保健所設置市毎や特別区毎に分けず、

保健所設置市や特別区の検査の実績も合算して提出していただきますよう

お願いいたします。)。

なお、これに伴い、「医療機関・高齢者施設等における無症状者に対する

検査方法について(要請)」(令和3年1月22日厚生労働省新型コロナウイ



ルス感染症対策推進本部事務連絡)等に基づく報告は令和3年12月分の報

告をもって廃止いたします。

<報告内容>

別添1:策定した集中的実施計画

別添2:施設区分別の総検査実施施設数、総検査実施件数、総陽性件数

別添3:令和3年12月22日事務連絡1.の(3)①~④の区分毎(①は②に

含めて報告)の検査の実施施設数等、検体プール検査法による検査及び

抗原定性検査キットによる検査の実施施設数等

<報告頻度>

別添1:緊急事態措置区域又はまん延防止等重点措置区域の指定が公示さ

れた日から3営業日以内(令和4年1月7日(金)に公示された広島県、

山口県及び沖縄県については令和4年1月13日(木)まで)に報告し

てください。自主的に集中的実施計画を策定した場合には、策定後速や

かに提出してください。

別添2:令和4年1月19日ケN 以降、週単位で報告することとし、士

曜日から翌週金曜日までの実施の分をその次週の水曜日までに報告し

てください。ただし、令和4年1月第1週分(1月1日(土)から 1月

7日(金)まで)については、令和4年1月第2週分(1月8日(士)

から 1月14日(金)まで)とともに、令和4年1月19日 0拘までに

報告してください。提出期限を厳守してください。

別添3:令和4年1月以降の月毎の実績を、翌月10日までに報告してく

ださい。



【参考】関連事務連絡等

0オミクロン株への対応関係

・オミクロン株の感染流行に備えた検査・保健・医療提供体制の点検・強化

の考え方について

htt s://W脚.mhlw.0. content oo0870904. df

0高齢者施設等の検査の実績報告

・医療機関・高齢者施設等における無症状者に対する検査方法について(要

請)

htt s://WWW.mhlw.0. contenvoo0725744. df

0集中的検査の意義・支援策等

・高齢者施設の従事者等への定期的な検査の積極的な受検について

htt s:/<V脚.mhlw.0. content oo0781628. df

0集中的実施計画関係

・高齢者施設の従事者等の検査の徹底について(要請)

htt s: W脚.mhlw.0. content oo073447フ. df

・4月以降の高齢者施設等の検査について(要請)

htt s:脚W.mhlw.0. content oo0761125. df

・高齢者施設等の従事者等に対する集中的検査実施計画の7月以降の実施

方針等について

Content/ 0794604. fhtt s: WW

・高齢者施設等の従事者等に対する集中的実施計画の10月以降の実施方針

について

htt s://W脚. mhlw.0. Content oo0838786. df

0まん延防止等重点措置・緊急事態措置関係

・まん延防止等重点措置区域における高齢者施設等への重点的検査等の実

施について

htt s: WWW.mhlw.0. content oo0765721. df

htt s: WW.mhlw.0. content oo0768023. df

htt s://艸W.mhlw.0. content oo0774971. df



htt s ://冊W. mhlw.

htt s://W脚. mhlw.

htt s://W脚. mhlw.

・緊急事態措置区域における高齢者施設等への重点的検査等の実施につい

て

htt .S ://WWW. mhlw.0.'./content/000774985..df

htt.S ://WWW. mhlw.0.'. content/000776843..df

htt .S ://脚W. mhlw.0.'. content/000783119..df

htt .S ://W脚. mhlw.0.'./content/000779794..df

htt.S://W脚. mhlw.0.'./content/000783H9..df

0.

0.

Content/000774975.

Content/000776845.

/content/000779795.0.

・まん延防止等重点措置区域における高齢者施設等への重点的検査等の実

施に向けた準備について

htt s://WWW.mhlw.0.'/content/000774972. df

0参考資料

以上

高齢者施設等の集中的検査実施計画の策定状況(令和3年9月30日時点

の計画まで)

htt s://WW.mhlw.0. content/000847318. df

・高齢者施設等の集中的検査実施計画の実施状況(令和3年9月30日時点)

htt s://WWW. mhlw.0.'/contenvoo08鉐137. df

"
"
"



(別添 1)

対象地域

対象施設種別

まん延防止等重点措置及

び緊急事態措置分

対象者

000 (自治体名)の集中的実施計画

検査方法

実施区分

集中的実施計画期間

検査の頻度

まん延防止等重点措置及

び緊急事態措置分

担当課

担当者名

連絡先

対象施設数(予定)

まん延防止等重点措置及

び緊急事態措置分

社会機能維持者の濃厚接

の' の

00課

00 00

000-1111-2222

合計

※1 対象地域については、地域の感染状況を踏まえて保健所等の区域(保健所管轄区域の全部又は一部)を単位として指定してください。複数の保健所等

の区域を指定することができます。

令和4年0月0日~0月0日

※2 具体的な対象施設は次のとおりです。

医療機関:病院、診療所

高齢者施設:介老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、認知症対応型共同生活介護、養護老人ホー

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サーピス付き高齢者向け住宅、短期入所生活介護に係る施設、

小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介に係る施設等

(その他の通所系サーピスや訪問系サービス等を行う施設も含めてください)

障害者施設:障害者支援施設、共同生活援助、重度障害者等包括支援(共同生活援助を提供する場合に限る)、福祉ホーム、

障害児入所施設、短期入所に係る施設等(その他の通所系サービスや訪問系サービス等を行う施設も含めてください)

保育所等:ワクチン接種の対象とならない12歳末満の児童に係る施設(小学校、保育所等)

※3 上記の医療機関、高齢者施設、障害者施設、保育所等のいずれにも該当しない施設を対象とした場合には、その他欄の()内に当該施設の種別を記

載してください。

※4 対象者については、直接処遇職員以外の従事者(事務職員、委託職員など)も対象とする場合には、その旨も具体的に記載してください。

うち医療機関 うち高齢者施設 うち障害者施設

※5 検査方法(個別検体によるPCR、個別検体による抗原定量検査、検体プール検査法によるPCR、抗原定性検査など)を記載してください。

※6 実施区分については、感染症法に基づく行政検査として実施するものか、地方公共団体の独自の事業として実施するものか、民問等において無償で提

供される検査等を活用Lて実施するものかの区別を記載してください。

※7 緊急事態措置期問又はまん延防止等重点措置期問の全てを実施期問として記載してください。

うち保育所等

※8 対象施設種別、検査の頻度及び対象施設数以外の項目において、通常の計画分と緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の適用時に実施する重点検査

分で異なる内容がある場合は、それぞれの欄内にその旨記載してください。

※9

その他

の' の についてネ で ネナ、 に ムに つ1 てナ」 し、

備
考
欄



(別添2)

第1回

(期間:1/1-1/フ)

1月12日報告締切

都道府県名及び生主部局名

第2回

(期間:1/8-1/14)

1月19日報告締切

うち医療機関

うち高齢者施設

うち障害者施設

うち保育所等

その他(

第3回

(期問:1/15-1/21)

1月26日報告締切

総検査実施施設数

(単位:施設)

うち医療機関

うち高齢者施設

うち障害者施設

うち保育所等

その他(

担当

電話番号

第4回

(期問:ν22-1/28)

2月2日報告締切

合計

総検査実施件数(単

位:件)

錘週報告用

うち医療機関

うち高齢者施設

うち障害者施設

うち保育所等

その他(

合計

※1

総陽性件数(単位:

件)

具体的な対象施設は次のとおりです。

医療機関:病院、診療所

高齢者施設:介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、

認知症対応型共同生活介護、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅、短期入所生活介護に係る施設、

小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護に係る施設等

(その他の通所系サービスや訪問系サービス等を行う施設も含めてください)

障害者施設:障害者支援施設、共同生活援助、重度障害者等包括支援(共同生活援助を提供する場合に

限る)、福祉ホーム、障害児入所施設、短期入所に係る施設等

(その他の通所系サービスや訪問系サービス等を行う施設も含めてください)

保育所等:ワクチン接種の対象とならない12歳末満の児童に係る施設(小学校、保育所等)

うち医療機関

うち高齢者施設

うち障害者施設

うち保育所等

その他()

合計

※2

は、

上記の医療機関、高齢者施設、障害者施設、保育所等のいずれにも該当しない施設に対して検査を行った場合に

その他欄の()内に当該施設の種別を記載してください。

※3 施設併設の短期入所の事業所等であって、従事者等が本体施設と兼務しているような事業所で本体施設と一体で

集中的検査を受けると考えられる施設にっいては、本体施設のみを計画対象施設に計上してください。併設の事業所が

本体施設とは別に集中的検査の申込みを行い、集中的検査を受ける場合は、この限りではありません。

様式を変更・加工しないでください。※4

※5 当該期間において行われた検査の実績を記載してください(過去の実績を積み上げた数値(延べ数)を記載する

必要はありません。)。

※6

さい

ーの施設において当該期間に複数回の検査を実施した場合には、当該期間に実施した検査の実績を計上してくだ

(例えば、ーの施設において当該期間に2回検査を実施した場合には、「2」を計上してください)。

※7 行政検査ではなく地方単独事業等として実施する場合や、民問等において無償で提供される検査等を活用して高

齢者施設等に対して検査を実施する場合、これらの実績も含めて報告してください。

合計

施
設
区
分

別
の
内
数

施
設
区
分

別
の
内
数

施
設
区
分

別
の
内
数

施
設
区
分

別
の
内
数



検責頬型別隻升

0月実誇分(合計)

うち医痩祖閲

まん蓬防止等重点措置

及び努急事態措置分

うち高齢者施設

まん琵防止等皿点措置

及び緊急事態措証分

5ち障害者施般

まん証防止等点措置

及ぴ交急事態措分

うち保馬等

まん証防止等貞措置

及び雲急並措分

その他(

まん延防止尋重貞措冒

及び繋急事態措匝分

(ア)陽性者が発生した場合に入所者・従事者全員に原則と

して行う検査(③)

陽性件賞(単位検晝実施施設數(単検査実姥件數(単

位:焦設) 件)位:件)

検体プール検責注分・抗原定性検責キット分

検体プール検査法による検査

検査実施葹設数(単検査の実施対象人數(単位:人)

位:応設) うち検体プール検査法による陽性に係ろ

実施対叡人数(単位:人)

うち個別検体によろ

PCR検査等によろ確

定診断の陽性者数

(単位:人)

裟8 行政検査ではな(地方単独事業等として実施すろ嶋合や、民聞等において無償で提供される検査等を舌用して高齢者施設等に対Lて検査を実施する場合、これらの実績も含めて報告してください.

道府集名及び衛生生管郁局名

(イ)感染者が多數発生していろ地域等におけるいわげ一斉

的な検査(①、②)

検査実焦飽霞數(単検責実施件数{単 鳥性件数(単位

件)位:件)位:莞設)

0月実施分

裟1 検査類型別集計」については、以下の各区分に従い、(ア)~(ウ)に検査実施施設融等を記入してください.

(1)集中的実詫計画を焦定していない自治体

侵性者が発生した場合に入所者・従事者全員に原則として行う検査の実韻を(ア)に記入

一斉的な検の実璃を(イ)に昆入

(1,)一部の地域を集中的実施計画の封象としていろ自治体

陸性者が発生した合に入所者・従事者全員に顕則として行う検査の実鎮を(ア)に記入

中的実施計画の封象地叢以外における、一斉的な検晝の実頓を(イ)に記入

隻中的実施計画の対章地域におけろ、当該計画に墓づく検宣の実を(ウ)に記入

(i'1)全域を集中め実詫計画の対食としている自治体

陽性者が鼻生した嶋合に入所者・従事者全員に原則として行う検麦の実韻を(ア)に記入

集中的実施計画に蔓づく検晝の実須を(ウ)に記入

うちPCR検壹等によ

ろ確定診断の陽性者

数(単位:人)

(ウ)集中的実施計画に茎づく検晝(④)

検査実姥施霞数(単検

位:施設) 位

【参考:令和3年12月22日事務連絡(3)の①~④】

①特に直近1週問で中規校以上のクラスターが復数発生している地域の高齡者施設辱や、クラスターが発生している地域に存在オる、感染が生じやオく(三密環境等)、感染があった場合に地域へ拡大しやオい

(不特定多蠢との接触)嶋所・集団に対して行う碩極的な検査(→(イ))

②感染者が多数見生している地域やクラスターが見生Lている地域において、感染者が一人も晃生Lていない施設等であうても、モの期間、医療椴関、高齢者施設等、二動務オる者、入院・入所者全員を対象に行うー

斉・定期的な検査(ー(イ))

③高者施設等の発熱等の症状を呈,る1所者・従事者に対する検査や、陽性者が臭生した場合に当該施霞の入所者及び従事者全員を原則封象とした検査(ー(ア))

④緊急事態矩買区域又はまん証防止等重点措匝区域に限らず、各自治体が地域の感染状況を路まえて実施オる、隻中的実施計画に甚づく高齡者施設等の隻中的検壷(→(ウ))

垂且報告用

実施件数(単

件)

減2

抗原定性検査キソト1こよる検査

検晝実施施霞数(単検査の実施数(単位

位:施設)

具体的な対象施設け次のとおりです.

医痩擬関:病院.診痩所

高齢者施段:介護老人福祉筋設、介護老人保健施設、介護痩讐型医療施設、介纏医療驍、謡知症対応型共閻生活介護、髮護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サーピス付き高併者向け住宅、

短期入所生活介理に係る施設、小規換多懐能型居宅介践・看護小規換多機能型居宅介艮に係る施設等(モの他の通所系サーピスや訪問系サービス等を行う施設も含めて(ださい)

障害者施設:偉者支擾施霞、共問生活擾助、重度陣害者等包括支擾(共問生活擾助を供すろ場合に隈る)、弔祉ホーム、降害児入所施設、短期入所に保る施設等

(モの他の通所系サーピスや訪問系サーピス等を行う詫設も含めてください)

保育所等:ワクチン接種の対食とならない12歳未泊の児に係る施設(小学校、保育所等)

隔性件数(単位

件)

縦3 上記の医療機関、高齢者詫設、障害考詫設、保育所等のいずれにも該当しない詫設に対Lて検査を行うた堤合には、その他掴の()内に当該篦設の種別を記叢Lてください.

炎4 施設併設の短期入所の事窯所等であウて、従事者等がホ体艶設と兼膓していろような事業所で本体詫設と一体で集中め検晝を受けると考えられる施設にウいてほ、本体施設のみを計画対象施設に計上Lてくださ

い.併設の事業所が本体施設とは別に集中的検査の申込みを行い、隻中帥検窒を受ける堤合:才、この阻りでけありません.

巣5 様式を窒更・加工しないでくガさい.

人)

うち抗原定性検査キットによる陽性者數

(単位:人)

減6 当該期間において行われた検査の実頓を記載してくたさい(過去の実韻を磧み上げた致値(延ぺ数)を記叢する必要はありません.).

藁7 一の施設において当該期間に複数回の検査を実施した嶋合に壯、当該期問に実施した検査の実綾を計上Lてください(例えぱ、ーの施設において当該期間に2回検査を実施Lた場合には、「2」を計上してくださ

い).また、検体プール検査注又は抗原検査キノトによる検査の実績(検責実詫施設蠢)については、'検査類型別隻計」に保る表の内勲(検査実施詫設数)となります.

施
設
区
分
別
の
内
数


